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１、人身取引問題からの視点

（１）その多くは、搾取を目的とする国境を越えた人の移送

国際組織犯罪防止条約人身取引議定書３条（定義）

〈目的〉 搾取（他の者を売春させて搾取することその他の形態
の性的搾取、強制的な労働もしくは役務の提供、奴隷化もしく
はこれに類する行為、隷属、臓器の摘出、等を含む）

〈手段〉 暴行、脅迫、欺罔、権力の濫用、脆弱な立場に乗ずる
こと、他の者を支配下に置く者の同意を得る目的で行われる金
銭もしくは利益の授受

〈行為〉 人の獲得、輸送、引き渡し、蔵匿、収受

• 被害者が搾取に同意しているか否かを問わない

• 児童（18才未満の全ての者）の場合は、所定の手段は不要





（２）手口は多様化・巧妙化

• 監禁し暴力で押さえつける事案は典型ではない。それでも逃
げ出さないような管理。

• 借金、保証金による縛り

本国の家族の情報把握

賃金は払う（非常に低い、様々な控除、使用者管理）

• 婚姻・認知・養子縁組や技能実習制度などの利用

• 婚姻目的の事案も

⇒地域社会・人々との接点あり。「普通の人」の関与

（３）日本国籍を持つ被害者も相当数いる。

• 警察庁によれば、認定された被害者総数657人、うち日本国
籍者42人（2001～2013）。認知による国籍取得者も。

⇒地域社会・人々との接点あり。「普通の人」の関与



【事例】結婚目的で人身売買容疑、初摘発 フィリピン女性を３７万円
女性が逃走、大使館に駆け込み発覚（産経、2014.8.29）
• 警視庁保安課は２９日までに結婚する目的でフィリピン人女性を

買い受けたとして人身売買の疑いで、川崎市高津区久末の会社
員、黒木吉孝容疑者（６５）を逮捕した。また女性を売り渡したとし
て、同容疑で住所不定無職、松本功容疑者（６４）ら２人も再逮捕し
た。

• 保安課によると、結婚目的での人身売買事件の摘発は全国初。
黒木容疑者は「買ったつもりはない」と容疑を一部否認し、松本容
疑者ら２人は認めている。

• 黒木容疑者の逮捕容疑は、５月１０日と１１日、松本容疑者らに
現金３７万円を支払って、結婚目的でフィリピン人女性（２８）を買っ
た疑い。婚姻届は出していなかった。

• 女性が同１４日に黒木容疑者宅から逃走し、大使館に助けを求
めたことから事件が発覚。松本容疑者らは、川崎市の別の男に、
わいせつ目的でフィリピン人女性を売り渡したとして同容疑で逮捕
され「２０～３０件の国際結婚をさせた」と供述していた



【事例】中国人農業技能実習生に関する人権救済申立事件日弁連勧告
2014.12.1
• 中国人農業技能実習生は、技能実習制度の下で来日し、レタス栽培に

従事していたが、長時間かつ休日の少ない厳しい労働環境と、狭く不衛
生な寄宿舎が多いといった厳しい生活環境に置かれ、過酷な条件下に
あった。また、中国の送出し機関は、私生活や交友関係に及ぶ規則とそ
の違反に対する制裁金を定め、これら規則の遵守を監督する監督者を
置き、更に保証金徴収や保証人との間の違約金契約による威嚇の下で
労働を強いて、預貯金の自由な処分の可能性を奪うなどの行為をして、
技能実習生が逃亡や権利主張を事実上できないようにしていた。

• 日本の監理団体である事業協同組合は、適正な技能実習の実施を監理
するべき立場にあるところ、中国の送出し機関がこれらの行為をしている
ことを知りながら、看過し、あるいはこれを利用して技能実習生の管理を
行っていた。その結果、技能実習生は、憲法２２条１項が保障する移転
の自由、憲法１３条が保障する自己決定権を奪われ、同条及び憲法２５
条が保障する最低限の健康で文化的な生活を送ることのできる権利を
侵害されていた。



（４）被害者保護の難しさ

• 被害者としての自覚の欠如

• 頼るアテがない状況下でブローカーへの親しみの感情。

• 対処メカニズムとしての受容とあきらめ。

• （外国籍）本国の家族を養うための使命感。

• 法執行機関への恐れ（逮捕、退去強制）

• 支援の存在・相談先の不知、外部コミュニティからの断絶

• （外国籍）地理への不案内、言語や文化の相違によるコミュ
ニケーションの問題

⇒地域社会・人々の気付きが重要



（５）受入側の問題

ア、人の国際移動・国内移動の要因

• Push要因‥貧困、就業機会の不足、低い賃金水準、女性や
若年者の弱い立場、政治的不安定 など

• Pull要因‥賃金の高さ、豊かさ、労働力需要の増加など

⇒ 国家間・地域間・帰属集団間の社会経済的地位の

格差の是正が大きな課題

イ、しかし、それだけでは「搾取目的」「搾取」は生じない

何故、被害者は、普通の労働条件で働けないのか？



• 在留資格による制約はある。

しかし、それは「搾取」を誘導するものではない。

• 女性の場合、何故、性搾取が多いのか（労働現場でも）？

何故、「婚姻」か？

何故、アジアの女性が多いのか？

何故、搾取側は平気なのか？

• 男性の場合、何故、アジアの男性が多いのか？

何故、劣悪条件で労働させても使用者は平気なのか？

• 「普通の人」が何故、加害者になるのか？



• 日本は人の受入国

→ 搾取目的での国際移動（受入）・移動（受入）後の搾取を

防止することが究極の目的

• 搾取・差別への敏感な視点を持つ

外国人（国籍）や女性への差別意識がないか

• 安価な商品・サービス・労働など搾取に関係する可能性への
視点（製造過程の透明化、消費者の責任）

• 搾取・差別を放置しない意識の醸成、制度

• 法制度にも敏感な視点を（買売春やポルノ、技能実習制度、
入管法など。搾取や差別を許容する危険がないか？ ）

• 適正な移住者受け入れ施策

⇒有効な多文化共生施策



２、日本における外国籍住民の状況

（１）外国にルーツを持つ人々

• 外国籍の住民‥外国生まれの者、日本生まれで一度も国籍
国に行ったことがない者など

• 日本国籍の住民‥帰化により日本国籍を取得した者、日本
国籍者の親がいる外国生まれの子、家族（親など）が外国籍
の者など

• 重国籍の住民‥国籍留保者、国際結婚夫婦の子など

• 無国籍の住民‥国籍の確認手続きがとれない者、国籍が明
らかではない者など

• 人身取引の被害者、元被害者も含まれる。



（２）在留外国人数の推移：資料１

• 現在、概ね200～210万人（女性＞男性）

中国、韓国・朝鮮、フィリピン、ブラジルなど

• 特別永住者、永住者、定住者、日本人の配偶者等（64.9%）
特別永住者の割合は減り、一般永住者の割合が増加

定住者、日本人の配偶者等も相当数

• 滞在の長期化で、出稼ぎから定住・永住へ

• 婚姻も増加し、多様な文化的背景を持つ子どもが増加

• 子どもの教育・就労、高齢者福祉も課題として顕在化



（３）直面しやすい困難

ア、コミュニケーションに関するもの

• 日本語習得機会が少ない

（日本人の外国語習得の意欲・機会も少ない）

• 多言語での情報、通訳・翻訳サービスが少ない

イ、生活に関するもの

• 健康保険や年金の加入が少ない

• 就学義務なし、不就学児童・生徒の存在。高校進学の壁。

• 雇用が不安定、生活が安定しない

• 災害時の避難が不安

ウ、地域社会との関係

• 地域住民との接点が少ない

• 文化摩擦や偏見から差別にあう



【事例】死亡しても会社の責任問わず フィリピン人採用で誓約
書 （2014.7.30 共同通信）

介護会社「寿寿」がフィリピン人女性を介護職員として採用する
際に提出させていた誓約書のコピー

関西地域の介護会社「寿寿」（大阪府東大阪市）が、フィリピン
人女性を介護職員として採用する際に、本人が死亡しても会社
の責任は問わず、「永久に権利放棄する」との誓約書を提出さ
せていたことが１２日、共同通信の取材で分かった。

フィリピン人の女性職員からは「労働条件が厳しい」との苦情が
出ており、宿直勤務を月間１３回させた書類も残っている。職員
が死亡した場合に会社を免責する誓約書に署名させていた理
由や、休日取得などの実態について、厚生労働省が調査に乗
り出した。



【事例】 母子への暴力・虐待と貧困、在留資格もないままに置かれて
ヒューライツ大阪 国際人権ひろば No.105(2012年09月発行号)

フィリピン女性Aは、1990年代にエンターティナーとして来日後、店で知り合っ
た日本人男性と同居、在留期限は切れてオーバーステイになった。その後、
男性との間に次々と子どもが生まれた。ところが男性は、子どもの認知もA
の在留資格の手続きも何もしないままだった。次第に、男性はAに対して、精
神的な暴力や身体的な暴力を振るうようになる。生活費も、毎週ごくわずか
なお金が渡されるだけだった。しかし毎年のように子どもを出産、５人の子ど
もを抱えたAさんには、生活のあてもない母国に帰国する選択はなく、生き延
びていくために頼れるのは日本人男性のみだった。そうしたAの弱い立場に
つけこみ、男性はいいように暴力を振るい、気に入らないと子どもを虐待し
た。Aには、男性に逆らわず「ごめんなさい、ごめんなさい」と謝ることしか、
男性の暴力を軽減するすべがなかった。経済的にも困窮し、冷蔵庫や洗濯
機もない生活も経験した。学齢期に達した子どもたちも学校に通っていな
かった。こうした生活の中で、Aのストレスは限界に達し、次第に身体の不調
を感じ、めまいや頭痛を訴えるようになる。
こうした状況下、友人から紹介されたカラカサンに相談。支援を受けて、A自
身の治療や子どもの就学、さらに子どもの認知や在留資格の取得が可能と
なり、Aと子どもたちは次第に元気を回復していった。カラカサンの活動への
参加をつうじて自分の経験がDVであったことを認識したAさんは、男性の元
から逃げ、母子での生活に踏み切ることができた。



３、多文化共生とは

（１）多文化共生センター設立趣意書（阪神・淡路大震災で被災
した外国人支援を契機に1995.10発足）

• 目的は、国籍、国籍、文化、言語などの違いを越え、互いを
尊重する「多文化共生」の理念に基づき、在日外国人と日本
人の双方に向けて「多文化共生」のための事業を創造し、実
践すること

• 「支援する側」と「される側」を分けるのではなく、ともに影響
を及ぼし合い、ともに変化する関係として位置付けた（既存
の外国人支援との違い）

⇒ 地域社会・人々が接点を持ち、搾取・差別への敏感な

視点を持つこと。搾取・差別を放置しない意識の醸成、制度。



（２）総務省「多文化共生の推進に関する研究会報告書─地域に
おける多文化共生の推進に向けて」2006.03

• 国籍や民族などの異なる人々が、

• 互いの文化的な違いを認め合い、対等な関係を築こうとしな
がら、

• 地域社会の構成員として

• 共に生きていくこと

⇒ 地域社会・人々とが接点を持ち、搾取・差別への敏感な

視点を持つこと。搾取・差別を放置しない意識の醸成、制度。



• 「国籍や民族などの異なる人々が」

→ 目的は、偏見・差別を除去し、個人を尊重すること

とすれば、障害の有無、年齢、性、思想なども含めた共生。

国籍や民族等に着目する場合にも、アイヌ民族、同和

問題、在日コリアンなどへの偏見・差別の除去も重要。

→ 集団間の関係を規定するのは社会構造的な要因

とすれば、国・自治体はその主要な担い手

• 平等な社会（対等な関係）

→ 阻害するのは文化的違いだけではない

社会経済的地位の格差が大きな要因

集団間の比較（進学率・職業・所得など）と要因の特定



• 「地域社会の構成員（として）」は誰が決める？

非正規滞在者は含まれるのか？

構成員たる資格は入管法（国）により規定されるのか？

【フィリピンのカルデロンさん一家】

父母は1992・1993に他人名義旅券で入国

1995に長女出生。父は民間会社で就労（納税も）、母は専業

主婦、長女は蕨市立の小中学に通学

2006に母逮捕され（執行猶予付き有罪）3人は退去強制処分

その取消しを求めた訴訟は2008に敗訴確定

その後も、繰り返し、在留特別許可を申請

蕨市議会は在留特別許可を求める意見書採択。住民2万人が法務
省への嘆願書に署名。

2009.3父母は帰国。長女（中１）のみ在留特別許可（親族が保証人）



総務省の前記報告書&多文化共生推進プログラム

• 外国人の出入国に関する行政は国の所管であり、外国人を
どのような形態で日本社会に受け入れるかについての基本
的なスタンスの決定は、国が第一義的な責務を有している。

• しかし、いったん入国した外国人の地域社会への受入れ主
体として、行政サービスを提供する役割を担うのは主として
地方自治体であり、多文化共生施策の担い手として果たす
役割は大きい。

• 地方自治体が多文化共生施策を推進することは、「国際人
権規約」、「人種差別撤廃条約」等における外国人の人権尊
重の趣旨に合致する。

→ 国と地方自治体（ＮＧＯ）の見解が一致しない事態？

法制度やその適用にも敏感な視点が必要



（３）「共生」のためには「人権保障と平等」が必要

ア、国・自治体の役割は

• 集団間の格差を生み出す社会経済的要因の除去

• 潜在能力の平等の確保（生き方の自由を保障する機会の平
等）。栄養、健康、社会参加の機会など

• ハンディキャップに結びつく「差異」の補償（個人の選択によ
るものではない要因により必要になる資源は補償）

• 人々への情報提供、啓発

イ、人々の役割は

• 搾取、差別への敏感な視点を持つこと。搾取・差別を放置し
ないこと。



４、多文化共生施策の実際

（１）自治体が先行

• 国保加入や公営住宅入居（1972川崎、他の自治体も）

• 1982難民条約締結、社会保障分野での内外人平等

• 1980代半ば以降、非正規滞在の外国人労働者の増加。未

払い賃金、人身取引、無保険者の医療費未収など。国民健
康保険加入、生活保護準用。国が通達で否定すると、独自
の医療費補填制度を設ける自治体も。

• 多言語での情報提供や相談窓口の設置。子どもの教育（通
訳の配置、日本語指導の充実、母語教育など）

• 施策の策定過程への外国人住民の参画

• 1996川崎「外国人市民代表者会議」、他の自治体でも。職員
として採用、外国人が役員のＮＰＯに施策の実施を委託など



（２）2006総務省「多文化共生推進プログラム」

• コミュニケーション支援

• 生活支援

• 多文化共生の地域づくり

• 多文化共生施策の推進体制の整備

（３）多様な担い手

• 当事者団体

フィリピン人移住者センター（FMC）、
在日タイ人ネットワーク（TNJ）
ふじみ野国際交流センター 等々



• ＮＧＯ‥各地。移住連など

• キリスト教会‥カトリック、プロテスタント、ＹＷＣＡなど

• 労働組合

• 企業（雇用、製造過程の透明化など）

５、まとめ
多文化共生の前提は、「人権保障」と「平等」

搾取と差別をなくすという目的は、人身取引対策と重なる。

ご静聴、ありがとうございました！










